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研究成果の概要（和文）：本研究では，水質変化や津波，気候変動による魚群移動や磯焼けなど，沿岸漁場の環
境変化に地域社会がいかに対応し，資源を持続的に利用していくのかを明らかにするための研究枠組みを構築す
るために，従来研究を整理するとともに，浮魚や磯根資源変化，水質変化，津波被災地の復興を事例に実証研究
をおこなった。本研究では資源利用を左右する制度や組織をガバナンスの視点でとらえ，地方分権化のなかで変
化する住民組織の役割に着目した。方法論的には，広域的な市場や国家が漁場制度に及ぼす影響を踏まえなが
ら，地域に生じている様々な組織や知識をスケールに留意して明らかにする枠組みを提示した。

研究成果の概要（英文）：In the study of common property resources, Japanese coastal fisheries are 
considered as good examples of community-based, self-organized institutions for resource management.
 On the other hand, the “traditional” or “closed” image of the community often drew criticism 
that once it was incorporated into the global market economy or faced climate change, the community 
no longer functions for the commons. We found the political background of recent governance studies 
in Japan, a methodology developed to describe networks in governance, the reality of FCA 
consolidation in the last half-century. Based on these contexts, we presented case studies of 
adaptive governance; in the emergence of local scientific knowledge to cope with oligotrophication, 
in the fishing industry facing the dynamic shift of herring resources, in fisher networks in 
response to the tsunami, and the development of new governance in response to seaweed deforestation.
 

研究分野：人文地理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年の環境問題の研究では，環境のダイナミックな変動に対していかに人々が対応し，持続的な資源利用を実現
するかが新たな課題となっている．これまで日本の環境と社会を対象とした研究は少なく，地域社会による対応
にどのような知識や組織の再編がみられるのかを明らかにする必要がある。本研究は気候変動による生態系変化
や水質変化，津波などの突発的変化への対応を事例としつつ，人口が減少する沿岸地域の実態を明らかにし，英
文の専門書として出版した。従来均質に捉えられてきた日本漁場の管理組織の多様性，柔軟性や生態知の多様
性・可変性を示したことは，今後のコモンズ論や日本の漁場制度の設計にとって大きな意義があると考えられ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 
森林や草地，生物資源の荒廃や減少に対し，人為的な影響やその背景を明らかにすることは，
環境問題を扱う地理学の主要な研究領域である．従来，例えば過放牧による砂漠化のように，人 
口増や貧困を背景とした人為的作用がその直接的な原因としてとらえられ，それを生む社会構
造が追究されてきた．そこで前提とされてきたのは，平衡状態にある生態系に対し人間活動が不
可逆的に作用する図式である．しかし 80 年代以降，地球規模の気候変動が明らかになるにつれ，
生物資源も環境の影響を強く受けながら不規則に変動することが指摘されるようになった．こ
の「ニュー・エコロジー」とも呼ばれる新たな自然観（Zimmerer 1994 AAAG; 小林 2003 人地）
の登場以来，砂漠化や熱帯雨林の減少に対する長期的な環境変動の影響に関する研究が地理学
において活発化している．近年では，環境変動と人為的作用の相乗効果によって，環境回復が妨
げられることも指摘され（Laris 2011 AAAG など），環境のダイナミックな変動に対していかに
人々が対応し，持続的な資源利用を実現するかが新たな課題となってきた．一方，植生と人間活
動に関する領域では，これらの研究に一定の蓄積がみられるものの，漁業資源と人間活動の関係
については研究が極めて少ない．本研究は沿岸の村落社会がいかに資源変動を認知し，資源利用
制度を変革させたのかを明らかにし，環太平洋地域における国際比較のための研究モデルを構
築しようとするものである． 
川崎健が 1980 年代にマイワシとカタクチイワシの同期的な資源変動と太平洋スケールの海
気象変動との関係を提示して以来，海洋生態学の分野ではレジーム・シフトと呼ばれる数十年単
位の広域的な生態系変動が国際的な関心を集めるようになった．これまで乱獲が指摘されてき
たニシンなどの浮魚を始め，アワビなどの磯根資源についてもレジーム・シフトが資源量に大き
く作用してきたことが指摘され（小林 2002 北水誌研報；早川ほか 2007 水海研），乱獲を最大
の原因とする資源減少の理解に見直しが迫られている．一方，資源減少の要因を過度に環境変動
に求める論調にも批判がある．例えば 1990 年代にマサバの太平洋群資源は環境変動を受けて
減少したが，これに乱獲が加わって資源回復が遅れていることが示されている（水総研センター
2001 魚種別資源評価）．このことから，不規則な資源変動を前提とした新たな資源管理モデル
が求められている． 
資源管理学では不確実性に対して頑健な資源管理の方策として「順応的管理」が提唱され，そ
の１つに「スイッチング漁獲」によって別の魚種を利用し，資源を保護するような行動が挙げら
れている（Katsukawa and Matsuda 2003 Fish.Res）．この行動を可能にするのは，様々な海況
のなかで漁業を継続する「順応学習」により獲得された知識である（勝川 2007 日水誌）が，地
理学的に考えると，そこに蓄えられた知識には漁場環境や操業形態の地域特性が反映されるは
ずである（田和 1997 漁場利用の生態）．地域ごとの兼業や異なる魚種の流通といった経済地理
的側面は管理制度にも影響を与えうるし（大多喜 1989 潜水漁業と資源管理；横山 2011 地評），
資源変化の知識が制度の変革に結びつくには，知識を共有，正統化し，制度変革への合意をさせ
るような社会関係が影響する．これには村落内の異なる漁業集団や漁協，行政や仲買，NPO な
ど様々な集団間の力関係や信頼関係が作用すると考えられる．このように，資源の順応的管理に
は多くの地理学課題があるが，実証研究はすすんでいない． 
本研究モデルのたたき台として着目するのは，近年欧米のコモンズ研究の分野で発展してい
る順応的環境ガバナンスの枠組みである（Folke et al. 2005 Annu. rev. environ. resour；Olsson 
et al. 2004 Environ.management; Armitage et al 2007 Adaptive Co-management）．この概
念は，共有資源の持続的な利用にかかわる制度が，人々が「実践しつつ学習する」なかで革新さ
れるプロセスを指し（Folkeet al 2002 Ambio:20），異なる空間スケールの，異なる組織がもつ
知識や価値の共有・交渉，これに影響する社会ネットワークの構造や信頼関係の役割，それらの
形成にかかわる資源生態や社会環境などが統合的に研究されつつある．この枠組みの強みの一
つは，資源利用制度の革新を起こす生態知識と社会関係が特定の空間スケールや漁場環境で醸
成され，環境変動によってそれらが選択されるといった制度の進化にアプローチできる点であ
る．近年日本の生態地理学でも進化論的視点が着目されており（池口・佐藤 2014）注)，本研究
はこの視点を実証レベルで検討することで新たな研究枠組みを提示することができる．  
代表者はこれまで本州や沖縄島で沿岸資源利用の変化と，生態知識，労働規範を含む制度との
関係を研究し（池口 2001；2005；2006；2008；2013），その成果を発展させるためにチリやメ
キシコ，コロンビアの水産研究者や漁業者と，日本の沿岸漁業の共同調査やワークショップをお
こなってきた．そのなかで，日本がコミュニティによる自主的な資源管理の優れた事例として注
目されながら，その実態がほとんど知られていないことや，日本の制度が海外では「伝統的なコ
ミュニティの英知」として半ば神話化していることを実感してきた．これは，第一に，近年日本
の漁業制度を包括的に解説したMakino（2011）Fisheries management in Japan が指摘する
ように，Ruddle and Akimichi（1984）Maritime institution in the western Pacific 以来約 20 
年間研究成果の海外への発信がなかったこと，第二に，合併した漁協との力関係や大店法以降の
魚価形成など，漁村やそれを取り巻く社会が大きく変化しているにも関わらず，これらと資源利



用制度との関係に対する社会科学的な分析が不足していることによる．これら社会変化が地域
社会の「順応力」にいかに影響したかを，その負の側面を含めて評価し，国際的なコモンズ研究
に貢献する枠組みが必要である． 
 
２．研究の目的 
 本研究は，次の 3 つのサブテーマを設け，分担して課題に取り組む． 
(1) 順応的環境ガバナンスの理論的・方法論的検討 
欧米の順応的環境ガバナンスの研究では，順応学習や学習の場としての社会-生態システム，社
会ネットワークの記述など，幾つかの分析概念やツールが開発されている．これらの文献をレビ
ューし，諸概念の研究史上の位置づけと意義を明確化する．その上で，資源変動への対応で用い
られた生態知識の獲得・共有と，集合的意思決定，およびガバナンスの構造の関係を明らかにす
るための方法を検討する． 
(2) 沿岸漁場における順応的環境ガバナンスの実証研究 
これまで広い海域の気海象変動との関連が明らかにされている資源変動を対象に，分担者がそ
れぞれ異なる地域と生物群について実証研究をおこない，方法論的仮説を検証する．また東日本
大震災被災地域の漁業復興，瀬戸内海水質への生態系アプローチも加えて，ガバナンスにおける
組織と知識の再編成について実証的研究をおこなう。 
(3) 国際比較のための枠組みの構築 
実証研究によって得た結果をもとに国際ワークショップをおこない，地域間で学びあうための
枠組みを検討すると共に，従来の順応的環境ガバナンスの枠組みを批判的に検証して，国際的な
コモンズ研究に必要な視点を提示する． 
 
３．研究の方法 
(1) 順応的環境ガバナンスの理論的・方法論的検討 
・分担者の吉田を中心に，社会-生態システム，漁場利用の知識，集合的意思決定，および社会
ネットワークの記述に関する文献をレビューし，国内外の研究の位置づけを整理した。 
・分担者の前田を中心に，ガバナンス論におけるコミュニティの位置づけについて国内外の文献
をレビューし，コミュニティの再編と資源の関係に関する研究課題を検討した。 
・初年度の合同研究会で，米国デューク大学でコモンズ研究をおこなう Xavier Basurto 氏を招
へいし，研究動向に関して意見交換し，日本における実証研究の課題を検討した。 
(2) 沿岸漁場における順応的環境ガバナンスの実証研究 
・市町村および漁協合併の全国的動態に関する分析 
分担者の前田を中心に，市町村合併の全国的な傾向を明らかにするとともに，合併後に設置され
ているあらたな広域自治組織に注目してその範囲や機能を検討する。また，分担者の崎田を中心
として，漁協合併の全国的な傾向をあきらかにするとともに，管轄漁場の広域化に対する村落・
漁業者集団の位置づけについて事例研究をおこなった。 
・漁場への生態系アプローチと生態知の再編 
漁場水質のガバナンスにおける漁業者の生態知の再編とその役割について瀬戸内海を事例に実
証研究をおこなった。 
・浮魚資源への順応的ガバナンス 
 北海道日本海沿岸を漁場とするニシン漁業を事例として，温暖化により北上した漁場への地
域対応を網元漁家経営と出稼者の行動に着目して検討した。 
・災害に対応する順応的ガバナンス 
 津波被災後の復旧過程にみられた漁業者の行動を明らかにし，組織の柔軟性，自立性，ネット
ワークといった順応性概念の妥当性について検討した。 
・磯焼けに対応する順応的ガバナンス 
 温暖化にともなう生態系変化である磯焼けに対して，漁業者を中心とした地域社会がどのよ
うに対応したのかを長崎県五島列島を事例として検討した。 
(3)国際比較のための枠組みの構築 
 実証研究で得た成果を世界小規模漁業学会，国際コモンズ学会で報告して意見交換したほか，
南米チリの漁村で共同調査をおこない漁場ガバナンスの差異について検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 順応的ガバナンスの理論的・方法論的検討 
 吉田によるコモンズ研究のレビューから，次の点が明らかになった。第一に，漁場や資源に関
わるネットワークの地理的スケールに着目して，制度動態を分析する方法で地理学的貢献がみ
られること，第二に，例えば，国家あるいは国際 NGO とコミュニティなど，スケール間の権力構
造と資源管理の関係性について，政治生態学的分析が進んでいること，第三に，ローカルスケー
ルの漁場制度の諸条件については，内部多様性への着目や異なるスケールへの接続において特
に日本の地理学に課題があることである。 
(2) 沿岸漁場における順応的環境ガバナンスの実証研究 
前田による行政ガバナンスのレビューと実証研究では，ガバナンスネットワークの組織や盛
衰，その条件の研究を国際的な「第二世代ガバナンス研究」と位置づけ，日本における市町村合



併後のガバナンスのアクターのうち，町内会などの住民組織が担う新たな役割に着目する意義
を明らかにした。特に，消滅した市町村行政の役割に町内会組織を位置づける「コミュニティの
制度化」現象が日本各地に出現していることを実証的に明らかにした。 
崎田・松井による漁協合併とこれに伴うローカルな漁場ガバナンスの再編に関する実証研究
では，1961 年から 2017 年の間に富山，島根，山口，三重，静岡で最も大きな再編が起こったこ
とが示され，合併後の漁場ガバナンスでは漁協の下部に位置付けられた漁業者集団が中心的な
役割を担っている事例を確認した。 
 事例研究では田和が瀬戸内海の水質をめぐるガバナンスにおける漁業者の学び合いによる新
たな知識形成に着目し，その成立に漁業者の生態知だけでなく漁協などの各組織がかかわって
いることを明らかにした。服部は温暖化による漁場変動が明瞭であった近代期北海道のニシン
漁業をとりあげ，漁家経営による漁場と資源選択，労働者の就業地選択，町や漁協による支援策
を明らかにした。横山は東日本震災被災地である石巻および広田湾の漁業地域を取り上げて復
旧プロセスを比較した結果，震災以前の養殖業の生産組織が普及の地域差を生じさせたことを
示した。池口は温暖化による生態系変化である磯焼けに対応する地域社会の例として，五島列島
の小値賀島と宇久島で漁業者の対応を明らかにした。その結果，前者では磯焼けによる資源の新
たな選択と資源のネットワーク型ガバナンスが形成されたこと，その形成には近世期に形成さ
れたアワビ資源制度とその変化過程，漁法の多様性のほか，氏子組織のスケールも関与した可能
性が示された。 
(3)国際比較のための枠組みの構築 
 実証研究で示された近年の漁場・資源利用制度の形成と新たな諸組織がどのような地域固有
性を持つのかを検討するために，南米チリにおいて共同調査を行った結果，次の知見が得られた。
TURF(Territorial Use Right of Fisheries)の管理主体には組合（Cooperative）と連合
（Singicato）があり，双方とも地縁集団である Comuna 居住を条件とせず，漁法種別の集団およ
び共同出荷集団としての性格が強い。日本向けのアワビ代替種であるロコ貝出荷が TURF のガバ
ナンス組織形成に大きな影響を及ぼしているが，村落による海藻採集のルール形成も事例が認
められた。TURF のガバナンスには科学者や採貝・採藻に従事する女性集団も関わり，その形成
価値を市場向け出荷だけでなく自給や食生活におく組織も認められた。こうしたアクターによ
るガバナンス形成の条件を日本でもあきらかにすることが国際比較の枠組みとして重要である。 
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